
辺野古への土砂投入 第４の「琉球処分」強行だ 

  

 写真は辺野古沿岸部の土砂投入現場＝15 日午後（琉球新報サイ

トから）。標題の琉球新報 15 日社説を紹介する。 

この光景は歴史に既視感を覚える。沖縄が経験してきた苦境で

ある。政府は、名護市辺野古沿岸に米海兵隊の新基地を造るため埋め立て土砂を投入し

た。昨年 4月の護岸着工以来、工事を進める政府の姿勢は前のめりだ。9 月の知事選で

新基地に反対する玉城デニ―知事誕生後わずか約 1カ月後に工事を再開し、国と県の集

中協議中も作業を進めた。手続きの不備を県に指摘されても工事を強行し土砂を投入し

たのは、基地建設を早く既成事実化したいからだ。 

 県民の諦めを誘い、辺野古埋め立ての是非を問う県民投票に影響を与えたり、予想さ

れる裁判を有利に運ぼうとしたりする狙いが透けて見える。辺野古の問題の源流は1995

年の少女乱暴事件にさかのぼる。大規模な県民大会など事件への抗議のうねりが沖縄の

負担軽減に向けて日米を突き動かし、米軍普天間飛行場の返還合意につながった。 

 ところが返還は県内移設が条件であるために曲折をたどる。関係した歴代の知事は県

内移設の是非に揺れ、容認の立場でも、使用期限や施設計画の内容などを巡り政府と対

立する局面が何度もあった。 

 5 年前、県外移設を主張していた仲井真弘多前知事が一転、埋め立てを承認したこと

で県民の多くが反発。辺野古移設反対を掲げる翁長県政が誕生し玉城県政に引き継がれ

た。県内の国会議員や首長の選挙でも辺野古移設反対の民意が示されている。 

 今年の宜野湾、名護の両市長選では辺野古新基地に反対する候補者が敗れたものの、

勝った候補はいずれも移設の是非を明言せず、両市民の民意は必ずしも容認とは言えな

い。本紙世論調査でも毎回、7 割前後が新基地建設反対の意思を示している。 

 そもそも辺野古新基地には現行の普天間基地にはない軍港や弾薬庫が整備される。基

地機能の強化であり、負担軽減に逆行する。これに反対だというのが沖縄の民意だ。 

 その民意を無視した土砂投入は暴挙と言わざるを得ない。歴史的に見れば、軍隊で脅

して琉球王国をつぶし、沖縄を「南の関門」と位置付けた 1879 年の琉球併合（「琉球処

分」とも重なる。日本から切り離し米国統治下に置いた 1952 年のサンフランシスコ講

和条約発効、県民の意に反し広大な米軍基地が残ったままの日本復帰はそれぞれ第 2、

第 3の「琉球処分」と呼ばれてきた。今回は、いわば第 4の「琉球処分」の強行である。 

 歴史から見えるのは、政府が沖縄の人びとの意思を尊重せず、「国益」や国策の名の

下で沖縄を国防の道具にする手法、いわゆる植民地主義だ。 

 土砂が投入された 12 月 14 日は、4・28 などと同様に「屈辱の日」として県民の記憶

に深く刻まれるに違いない。だが沖縄の人びとは決して諦めないだろ。自己決定権とい

う人間として当然の権利を侵害され続けているからだ。 

                             (2018 年 12 月 18 日) 


